
 

 

 

 
* 年金改革ウォッチは2013年1月より連載。2023年4月より、原則毎月第2火曜日に連載。 
*1 女性のライフスタイルの変化等に対応した年金の在り方に関する検討会(2001)「報告書～女性自身の貢献がみのる年

金制度」p.25-29,78。 
*2 社会保障審議会年金部会(2003)「年金制度改正に関する意見」p.26。 
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1 ――― 先月までの動き 

 先月は、年金改革に関係する審議会等が開催されなかった。 

 

2 ――― ポイント解説：年金額の分布推計が登場した経緯・内容・課題 

 7月31日の年金数理部会では、2024年に公表された将来見通しの推計方法が報告された。本稿では、

2024年の将来見通しで初めて公表された年金額の分布推計について、登場した経緯と公表された内容

を確認し、今後の課題を考察する。 

1｜経緯：平均的な専業主婦世帯に加え、2004年から所得別なども公表。しかしボリューム感が不明 

 「年金制度は専業主婦世帯を念頭に設計されている」や「専業主婦世帯は減っており、年金制度は

時代に合わなくなっている」という意見を目にする機会がある。確かに、1985年の改正以前は会社員

の妻は夫の年金で暮らすことが想定された仕組みになっており、その制度の下で平均的な給与水準の

人が高齢期に受け取る年金額が制度改正の目安とされていた。1985年の改正では、夫の年金の一部が

妻名義の年金として分割され、制度改正の目安となる年金額は改正前の目安に相当する「夫婦２人分

の基礎年金と平均的な給与水準の夫の厚生年金の合計」となった（図表１）。2004年の制度改正では、

それまで目安とされていた年金額や給付水準(所

得代替率)の計算方法が法定された。 

 その一方で、2001年に開催された厚生労働省の

検討会では標準的な年金の考え方が議論され*1、

2004年の改正に向けた審議会では女性が就労する

ようになっている実態を踏まえて複数の世帯類型

で給付水準を示すことが妥当とされた*2。これを受

けて、2004年以降の将来見通しでは世帯１人当た

り所得や世帯類型の例に対応した年金額が示され

ている（図表２）。 

図表１ 1985年改正前後の目安となる年金額 

 
(資料) 厚生労働省「2019年財政検証レポート」p.113 
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*3 社会保障審議会年金数理部会「平成26年財政検証・財政再計算に基づく公的年金制度の財政検証（ピアレビュー）」、

p.218。 
*4 社会保障審議会年金部会(2024.7.3) 資料4-2 表紙。 

本資料記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と完全性を保証するものではありません。 
また、本資料は情報提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 
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 しかし、これらは仮定された所得や加入期間に

基づく年金額であるため、低年金者の割合などの

ボリューム感が分からないという問題があった。

そこで、年金数理部会は2016年に年金額の分布推

計について必要性を指摘し*3、2020年の改正に向

けた国会審議では同指摘の実現について政府に検

討を求める附帯決議が採択された*4。 

2｜内容：就業進展で女性の年金額が充実 

 2024年に初めて公表された分布推計では、①現

役時代の加入類型、②厚生年金の加入期間、③65歳

時点の年金額について、性・世代別の比率や平均値

が示された。また、当時(改正前)の制度に基づく

推計に加えて制度改正の素案(オプション試算)を

反映した推計も示され、今年５月には国会へ提出

された改正法案を反映した推計も示された。 

 その結果、①改正前の制度でも若い世代(特に女

性)ほど厚生年金の加入期間が長期化する（図表

３）、②厚生年金の大幅な適用拡大を行うと女性を

中心に低年金者の比率が下がる（図表４）、③成立

した制度改正によって将来の女性の平均年金額の

伸びが経済全体の実質賃金の伸びを大きく上回る

（図表５）、などの傾向が明らかになった。 

3｜課題：詳細結果や研究用データの公開 

 従来も専業主婦世帯以外が考慮されていたが、

分布推計では様々なパターンの年金額をボリュー

ム感とともに把握できるため意義が大きい。ただ

し、これまでに公開された分布推計の結果は、全体

的な傾向の情報にとどまっている。制度改正(案)

の対象者に絞った詳細な結果などが示されると、

今後の制度改正の議論により有用だろう。 

 また、今回の推計は、将来の個人の就労や給与の

状況を推計する枠組みとして、年金以外での活用

も期待される。現在はプログラムの実行に必要な

データの一部が個人情報への配慮から公開されて

いないが、公的統計の個票と同様の制約の下、学術

研究などで活用可能になることを期待したい。 

図表２ 世帯１人当たり所得別の年金額の公表例 

 

(注１) 図表の詳細は下記の資料を参照されたい。 

(資料) 厚生労働省「厚生年金・国民年金 平成16年財政再計算結果」p.240 

 

図表３ 厚生年金加入期間の分布 

 

(注１) 経済前提は過去30年投影ケース。人口前提は中位。以下同じ。 

(資料) 厚生労働省「財政検証詳細結果等３」。図表４も同じ。 

 

図表４ 65歳時点の年金額の分布 

 

(注１) 大幅な適用拡大は、オプション試算の860万人ベースを指す。 
 

図表５ 65歳時点の平均年金額の伸び 
 

(資料) 厚生労働省「制度改正案を反映した試算結果」 
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